
(別紙様式３）

総合評価
次年度への展望等

・Ⅰ課程は、自立活動の授業内容を整理し授業実践したことで、扱う内容が精選されてきた。特設の時間が学部ごとでかなり違うので、学校全体で見直す必要がある。
・Ⅱ～Ⅳ課程は、各教科等を合わせた指導を教科に振り分けた「年間題材配列表」を作成したことで、扱いが少ない内容が明確となった。次年度は授業内容を検討し、「年間題材計画」の作成と教材研究を行い、「年間題材配列表」の妥当性を検証する。
・学部ごとの取組で避難経路や避難場所に、安全に避難できている。次年度は、全校での避難訓練を行い、避難経路や避難場所の妥当性を検証する。
・外部機関との繋がり・連携は、困りのある児童生徒を中心に進め、ケース会議等での情報共有を困りの解決につなげることができた。ただ、情報共有から進んでいない事例もあるので、次年度以降も継続した取組が必要である。
・３校連携した働き方改革は、一定の成果を得ることができた。まだできることがあると考えられるので、次年度以降も継続した取り組みをする必要がある。

学校関係者評価

・先生方の幅広い視点と、それに基づいたきめ細や
かな教育活動や新たな取組に感謝と敬意を表す
る。更に改善を進め、理想の学校づくりに邁進して
頂きたい。

・指導要領に対する取組みや「自立活動」という特
別な指導領域について理解することが出来た。、ま
た、先生方がそれに対して真摯に取組まれているこ
とを実感した。

・アプリの活用によって遠隔操作による体験などが
行われているのか。施設では、旅行の事前にグー
グルマップなどで実際に近い体験をすることによっ
て、当日を安心して旅行できるなどの利用をしてい
る例もある。

・「学校」って言う存在は　親にとってつくづく良い場
所だと卒業したら感じる。働く先生方にとって　やり
がいのある場であってもらいたいし　体を壊さず笑
顔で子ども達と関わって　共に成長できる魅力ある
場所であって欲しい。人材育成の取り組みを強化し
て　ブラック企業と言う名から脱出して欲しい。

・学校評議員会を通して、児童生徒の状況の大変さ
の中で先生や学校の努力の大変さを実感した。

・学校教育から就労の場への移行のときに、対応す
る職員の人数に対して保護者から不安の声があ
る。学校教育とのギャップをどう埋めていくかが課題
である。

次年度の改善策

・児童生徒の実態や自立活動の指導内容等については、病
弱（精神）児童生徒以外についても共通理解を図る必要があ
るため、次年度は肢体不自由や病弱（病気）を含む全児童生
徒に対して実施する。
・「自立活動年間題材計画」を活用し実践することで、改善点
を見つけ見直しを行う。

・「各教科等を合わせた指導」から「各教科の指導」へと移行
する際の課題を明確にし、教育課程改善の方向性につい
て、教職員間で共有し周知する。
・児童生徒の実態に応じた「年間題材計画」を作成するととも
に、時数や指導内容の系統性などについて見直しを行い、
教育課程の改善を図る。

・年３回ＩＣＴ研修を実施するようにする。必要に応じて、ＩＣＴ
サポーターに協力を依頼する。
・今年度達成できた取り組み同様、児童生徒を担任している
教員が、年間２本報告書を作成するようにする。
・アンケートをとったり、知識として知っておくべきことをＩＣＴサ
ポーターと相談したりしながら、前期と後期の年２回、研修を
実施する。
・講師との入念な準備が教育効果の高い講習の実現につな
がった。来年度も同様の取組で、生徒の情報モラルを高めて
いきたい。

・支援構成表の活用方法を具体的に示し、教員各々が必要
性･有効性を感じられるようにする。
・支援構成表については、常に内容を更新し、情報を共有す
る必要がある。特に高等部においては、現場実習等を通し
て、進路希望先が変更になることがあるので、随時見直す必
要がある。

・工事終了後に再度全校での避難場所の検討を行う。また、
防災対策委員会では消防署の予防課を招きたい。
・授業参観は保護者からおおむね好評であるとの感想を得
たので引き続き実施したい。
・小学部の進路講話は隔年実施のため、今年度は実施しな
かったが、次年度に向けて、準備を進めている。
・高等部の進路講話は学年ごとに実施したが、生徒数の減
少等もあり、学部全体で実施した方が効果がある。

・専門家の指導・助言では、各学部で教育的ニーズの高い児
童生徒を前もって話し合い、活用を勧める。ＳＣ，ＳＳＷも同
様で、ＨＰに掲載するなど保護者にも積極的に活用を勧め
る。
・「いじめ不登校対策委員会」のスクリーニングシートの活用
を検討する。専門家として学校医を招聘するのではなく、毎
回ＳＣに参加してもらい、スクールカウンセリングの様子や助
言をもらい、今後の支援について検討する。
・同センターを利用していて、災害時の受け入れが必要で、
未だ災害時の受け入れの合意ができていない児童生徒に対
しての整備をすすめる。合意形成できている児童生徒につい
ても、毎年、文書の取り交わしを続け、確認をしていく。

①「各教科等を合わせた指導」の考え方について、ⅡⅢ
Ⅳ課程グループに対し全体研修の場で説明したが、十
分に周知できなかった部分がある。
②生活、理科、社会、職業・家庭、職業、家庭の「年間題
材配列表」を作成した。さらに、他教科についても「年間
題材配列表」や「「年間題材計画」の見直しを行うことが
できた。

①合計４回実施できたことは、アンケート結果に基づき
短時間の研修を複数組めたこととＩＣＴサポーターの協力
を得て行えたことによるものが大きい。
②報告書の作成を、職員会議及び学部ごとに早めに呼
びかけたことで、一人が年間２本の報告書を作成でき
た。
③著作権や生成ＡＩについて、ＩＣＴサポーターとも話し
合って研修内容を確認したことで、教師のニーズに合っ
た研修が実施できた。
④情報モラル教育を行ったことで、生徒が自らSNSトラブ
ルを回避しようとする意識が高まった。

①支援構成表の内容の見直しを長期休業中（夏季、冬
季、学年末）に行った。学部会で学部職員に伝達したの
で徹底できた。
②各学部での支援構成表は、夏季休業中までに作成
（更新）を終えて活用できた。児童生徒の関係機関との
繋がり状況については、月１回の進路指導部会の中で
必要に応じて情報を共有している。

①年３回実施し、学部ごとでの避難は確立できた。
②保護者年２回、学校評議員年３回実施し、児童生徒の
学習の様子や教員のICT機器等を活用した指導が広く
周知することができた。
③各学部計画通りに実施できたことで、卒業後の進路
や目指す方向性等を共通理解することができた。
④外部講師を招聘し予定通りに実施できた。障害福祉
サービスや、障害基礎年金、卒業後の就労に関する心
構えについての講話を通して、進路意識を深めることが
できた。

➀数名の児童生徒に絞り摂食・病弱・肢体の３部門の外
部専門家を招聘し、指導助言を受け、内容を全体に共
有したことで具体的な取組内容を偏ることなく活かすこと
ができた。
SC、ＳＳＷの活用は、積極的に担任や児童生徒に勧め
ることによって、活用が増えた。
②委員会を予定通り実施できた。スクリーニングシートを
使用することで、困りをもつ児童生徒や支援状況を把握
し、共有することができた。毎回ＳＣに参加してもらい、専
門的な指導助言から会が充実したものとなった。
③養護教諭を中心に取り組み、過去文書を整理し必要
な内容を正確に伝えることでスムーズに保護者、学校、
センター間で合意形成することができた。
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児童生徒と向き合う時間の確保のた
めに3校で連携した働き方改革

・４つの分野において、研修会や
業務等について共同実施あるい
は分担など可能な取り組みを行い
つつ、３校で連携した業務の取り
組みについてまとめる。

３校の行事や研修会、業務内容を
照らし合わせ、共同実施あるいは
分担の検討や業務内容の精選を
行う。

①３校の該当分掌で、情報共有のための会議を実施する。
（各学期1回）

・次年度も共通理解を図ることで効率的な運営を行い、業務
軽減を図る必要がある。
・情報は、担当者のために「会議打合せスペース」を作成し、
そこで研修内容や開催時期のすり合わせを行い、共同実施
ができるようにしていきたい。
・次年度以降の本校のコーディネーターが未経験者だった場
合は、鶴見校と石垣原校のコーディネーターが中心になって
対応していく必要がある。

・先生の負担となっていること、人材確保としてネガ
ティブな要因になっていることのもう少し掘り下げた
分析が必要と思う。

・教育、福祉の領域は人材が集まらなくて大変だ
が、良い連携ができたらと思う。

PL：教務主任、
     研修主任、
     特別支援教育
     コーディネーター、
     情報主任

①「会議打合せスペース」を活用して随時情報共有を行
うことや、今年度の方向性等を確認し、年間をとおして効
率的な分掌業務を行うことができた。教務については、
行事の調整が必要なため、学期に１～2回集まること
で、早めの行事提案を行うことができた。コーディネー
ターについては、本校が窓口となり、庁内連絡を活用し
て連絡調整を行うことで、他の業務に支障なく巡回相談
に臨むことができた

①児童生徒の支援構成表の作成、内容の見直しを行う。
（各学期１回）
②各学部で支援構成表を活用して、学部に在籍する児童生徒の関係
機関とのつながり状況の情報を共有する。（各学部の児童生徒につ
いて、毎月1回実施）

①保護者と連携した引渡し訓練や市役所の防災危機管理課と協力し
た避難訓練を実施する。（年３回）
②各学部で保護者や学校評議員を対象とした授業参観を実施する。
（年２回）
③各学部で保護者と進路懇談を実施し、児童生徒の進路選択につい
て情報共有する。（年３回）
④就労移行支援事業所の職員を招聘し、卒業後の就労に関する支
援の実際を聞くことで、進路意識を深める。(教員・保護者向け：年１
回、生徒向け:年１回）

①外部専門家やSC、ＳＳＷ等からの指導・助言を支援に活かす。
（９０％以上）
②「いじめ不登校等対策委員会」で定期的に不登校や不適応の児童
生徒の支援状況を把握し共有する。（年３回）　また、学校医等の専門
家を招聘し、助言を仰ぐ。（年１回）
③医療的ケア児の別府発達医療センターでの災害時の受け入れの
整備を行い、安全委員会で進捗状況を報告する。（年２回）

肢体不自由教育・病弱教育の充実に
むけた専門性の向上。

【肢体不自由教育】
学習指導要領を踏まえた授業づくりを
とおして、自分の得意なことや苦手な
ことを知り、児童生徒が自分の目標達
成に向けて課題に挑戦したり、周囲の
人と関わったりして活動する。

【病弱教育】
学習指導要領を踏まえた授業づくりを
とおして、自立と社会参加に向け、気
持ちのコントロールや不安を和らげる
方法を身につけ、実践することで人と
の関りや集団へ参加しようとする気持
ちを持つ。

重点目標

学習指導要領の示す各教科の指
導内容、自立活動の指導内容を
を具体化し、教育課程の充実を図
る。

【Ⅰ課程】
自立活動において、各学部の内
容の一覧をもとにして、SSＴ教材
を活用した授業の実施１００％

【ＩＣＴ機器活用】
ＩＣＴ機器を活用した各学部の一人
一実践及び事例の共有100％

【Ⅱ～Ⅳ課程】
小学部（日常生活の指導、生活単
元学習、遊びの指導）、中学部、
高等部（生活単元学習、作業学
習）の内容を各教科へ振り分ける
（実施率１００％）

達成(成果)指標

関係機関と連携した安心安全な学校
づくり

保護者や地域、関係機関と連携
し、情報共有や人材活用を取り入
れた指導支援のための年間計画
を作成する。

【関係機関】
支援構成表を作成、活用し、学部
内の児童生徒の関係機関とのつ
ながりの状況を把握して指導支援
を行う。

【学校理解】
防災に関する学習(訓練)、進路指
導に係る職業教育等において、外
部の人材の活用や保護者の参観
を取り入れた指導支援を行う。

【外部専門家の活用】
・外部専門家やSC,SSW等を活用
した、サポート会議や医療的ケア
の実施、医療的ケア安全委員会
の実施、生徒指導において、関係
機関と連携した個々の児童生徒
に応じた指導支援体制の形成。

【Ⅱ～Ⅳ課程】
・小学部（日常生活の指導、生活
単元学習、遊びの指導）、中学
部、高等部（生活単元学習、作業
学習）の合わせ元の教科を明確に
して、各教科への移行を進める。

【ＩＣＴ機器活用】
・児童生徒の特性に応じた情報端
末の活用に取り組む。

重点的取組 取組指標

①チェックリストやCo-MaMeを活用し、児童生徒の実態把握を行い、
自立活動の指導目標や指導内容について、学年やクラスの教職員間
で共通理解を図る。（全児童生徒分：100％）
②各学部、学年において、自立活動の指導内容について、学期ごと
に整理する。（年３回以上）
③整理した指導内容をもとにして、授業実践を行う。（年１回以上）

①「各教科等を合わせた指導」の考え方について学習し、各学部で行
われている「各教科等を合わせた指導」の指導内容について整理す
る。（1学期中に３回以上）
②整理した指導内容を教科の指導に振り分け、小学部の生活科、中
学部及び高等部の理科、社会、職業、家庭　等の年間題材配列表を
作成する。（２学期～３学期）

①ICT活用のために、教員対象のICT研修等を実施する（年２回）
②ICT機器を活用した授業実践、生活支援実践について実践報告書
を作成する。（一人一実践）
③教員を対象とした情報モラル研修を実施する。（年２回）
④中学部・高等部で生徒を対象とした情報モラル教育を実施する。
（年２回）

令和５年度学校評価（　年間評価　）

児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた教育実践を通し、障がいによる学習上または生活上の困難を改善・克服するとともに、
豊かな人間性を育み自立と社会参加できる児童生徒を育成する。

・児童生徒が自立や社会参加に向けて、自己の障がいの状態を改善・克服することができるよう、専門性の向上に取り組む。
・防災をはじめ、感染症や日常生活上の危険から児童生徒の生命を守り、児童生徒の安全教育の充実に取り組む。
・児童生徒と向かい合う時間を確保するための業務の工夫・改善に取り組む。

学校名　　　大分県立別府支援学校

【Ⅰ課程】
・自立活動において、学部ごとに
SST教材を使った実践等の内容を
整理し、学部ごとの内容の系統化
を図る。

前年度評価結果の概要

・肢体不自由教育・病弱教育について、自立活動の充実を中心に取り組んだ。児童生徒の特性や困りについて、チェックリスト等をもとに実態を把握することを通じて自立活動のめあてが焦点化でき指導の充実にもつながった。次年度は自立活動と教科の関連について明確にして個別の指導計画を見直すことで、さらなる指導の充実を図りたい。支
援状況を確認する支援構成表を作成し必要な支援を検討し学校と家庭以外の他機関との連携につなげやすくなった。複数の目で支援構成表を確認することで連携の強化につなげていきたい。
・防災教育を各教科の中で意識して位置づけていくことができた。来年度コロナ禍の状況が落ち着けばPTAとも連携した引き渡し訓練等を実施し、全体の防災意識を高めていく。
・業務改善について分掌主任を中心に引き継ぎシートの作成・見直しを行った。一人一改善を行うことで一人ひとりが改善の意識を高めることができた。次年度は改善の共有化を図る。

・肢体不自由教育、病弱教育の充実に向けた専門性の向上
・関係機関と連携した安心安全な学校づくり
・児童生徒と向き合う時間の確保のための3校で連携した働き方改革

学校教育目標 中期目標 重点目標

自己評価結果

評価
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分析・考察

①チェックリストやCo-MaMe、自立活動基礎資料等を基
に作成した「支援・配慮の整理シート」を活用したことで、
クラス（グループ）の教職員間での共通理解が円滑に行
われた。
②指導内容を整理し、病弱（精神）児童生徒を対象とし
た「自立活動年間題材計画」を作成することができた
が、学部間における系統性が十分ではない。
③クラスやグループごとに授業実践を行い、レポートに
まとめ、研究発表を行ったことで、全体に成果と課題を
共有することができた。

PL：学部主事
SL：進路指導主任、
　　 教育支援主任

PL：学部主事
SL：進路指導主任、防災
     教育コーディネーター

PL:教育支援主任
SL:生徒指導主任、
    進路指導主任、
    保健主任

ＰＬ
ＳＬ

ＰＬ：研修主任
ＳＬ：教務主任,
     学部主事

ＰＬ：研修主任
ＳＬ：教務主任,
      学部主事

ＰＬ：情報主任
ＳＬ：生徒指導主任、
　　　人権教育担当


